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平
成
18
年
に
住
宅
用
火
災
警
報

器
（
以
下
「
住
警
器
」）
の
設
置

が
義
務
化
さ
れ
ま
し
た
が
、
小
林

市
内
の
設
置
率
は
約
65
㌫
（
消
防

本
部
戸
別
訪
問
調
査
よ
り
）
で
設

置
が
進
ん
で
い
な
い
状
況
で
す
。

　

住
宅
火
災
に
お
け
る
死
者
数
は

平
成
19
年
ご
ろ
を
ピ
ー
ク
に
減
少

傾
向
に
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
死

者
数
の
う
ち
、
65
歳
以
上
の
高
齢

者
が
７
割
を
占
め
る
（
※
図
1
）

な
ど
増
加
し
て
お
り
、
そ
の
半
数

以
上
が
「
逃
げ
遅
れ
」
に
よ
り
死

亡
し
て
い
ま
す
。（
※
図
２
）

　

消
防
庁
が
平
成
27
～
29
年
の
失

火
を
原
因
と
し
た
住
宅
火
災
で
、

住
警
器
の
効
果
を
分
析
し
た
結

果
、
住
警
器
を
設
置
し
て
い
る
場

合
は
、
設
置
し
て
い
な
い
場
合
に

比
べ
て
、“
死
者
数
”
が
約
４
割

減
少
・“
焼
損
床
面
積
”
と
“
損

害
額
”
が
約
５
割
減
少
し
て
い
ま

し
た
。
住
警
器
で
火
災
発
生
に
い

ち
早
く
気
づ
く
こ
と
で
、
初
期
消

火
や
避
難
な
ど
、
命
や
財
産
を
守

る
た
め
の
次
の
行
動
を
と
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　

住
警
器
は
、
家
屋
の
構
造
に
よ

り
設
置
す
べ
き
箇
所
が
異
な
り
ま

す
が
、
主
に
寝
室
や
階
段
に
設
置

す
る
こ
と
が
条
例
で
義
務
づ
け
ら

れ
て
い
ま
す
。
家
族
や
地
域
で
設

置
や
動
作
状
況
を
確
認
し
、
未
設

置
の
場
合
は
早
急
に
設
置
し
て
く

だ
さ
い
。
住
警
器
は
電
器
店
や
ガ

ス
事
業
所
、
ホ
ー
ム
セ
ン
タ
ー
な

ど
で
販
売
し
て
い
ま
す
。
取
り
付

け
の
有
無
に
つ
い
て
も
各
店
舗
で

確
認
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
消
防
署
で
は
住
警
器
の

取
り
付
け
支
援
も
行
っ
て
い
ま
す

の
で
、
詳
し
く
は
消
防
本
部
予
防

課
（
℡
23
‐
５
５
３
７
）
ま
で
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

家族や地域で設置
・動作を確認！

伸
び
悩
む
設
置
率
と

増
加
す
る
高
齢
者
の
被
害

住宅用
火災警報器

　　　住宅用火災警報器とは住宅の天井や壁に設置し、
　　火災の初期段階で発生する煙や熱を自動的に感知。
　住宅内にいる人に、警報音や音声で火災の発生をいち
早く知らせ、初期消火や避難を促す器具です。

早
く
気
づ
く
こ
と
で

　
早
め
の
行
動
が
可
能
に

家
族
や
地
域
で

　
設
置
状
況
を
確
認
！

参照・データ提供：総務省消防庁、西諸広域行政事務組合消防本部

消防出初式・消防防災フェ
スタ開催します！

場所　小林小学校運動場
時間　9 時～ 13 時

図１　全国の住宅火災による死者の高齢者
　　　が占める割合の推移
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図２　全国の住宅火災時の高齢者の死亡
　　　発生状況 （平成 30 年）

逃げ遅れ
54.7 ㌫

その他
37.6 ㌫

着衣着火
6.1 ㌫

出火後再侵入
1.6 ㌫

ミニｉｎｆｏ

1月 12 日
令和
2 年 （日曜）


